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研究成果の概要（和文）：  
多様な地域福祉活動について総合的に取り組んでいる組織においては、小地域福祉活動や当

事者組織の組織化・支援や、総合相談活動等に積極的に取り組み、幅広い活動団体との連携に
力を注いでいるという特徴をもっていることが明らかになった。また、住民のみの自己完結型
実践方法ではなく、専門職の役割を明確にしながら、広義の地域福祉に関わる諸組織との幅広
い連携の下、活動展開していくことが有効である。市民の主体性を引き出すためには、活動・
活動者の変化についての的確な評価ができる専門職の存在が不可欠であり、そのためにも当該
地域における地方自治力を高めるための取り組みが重要となる。 
 
 
研究成果の概要（英文）： 
In the organization which is tackling synthetically about various community welfare 
activities, small community welfare activity, systematization and support of a 
party-concerned organization, comprehensive consultation activities, etc. were tackled 
positively, and it became clear to have the feature of directing power towards 
cooperation with a broad activity organization.  
Moreover, it is effective under the broad cooperation with the organizations in 
connection with a community welfare in a broad sense to carry out activity deployment, 
clarifying not only residents' self-conclusion type practice method but the role of 
professionals.  
In order to pull out civic autonomy, existence of the professionals which can perform 
exact evaluation about activity / activity person's change is indispensable, and the 
measure for heightening the local autonomy power in the area concerned for that 
purpose becomes important. 
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研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：社会学・社会福祉学 
キーワード：地域福祉政策・地域福祉実践・コミュニティワーク・コミュニティワーカーの専

門性・市民の主体性 
 
１．研究開始当初の背景 
 研究代表者はこれまで、主に高齢者が地域
社会で暮らす上での生活課題に着目して、そ
の問題構造の分析、既存の社会福祉サービス
の利用に関わる諸課題の整理、および既存の
サービスで対応困難な課題に対して地域で
取り組まれている多様なネットワークにつ
いて検討を行ってきた。その中で、自治体職
員や社会福祉協議会職員などとの連携・協力
の下、地域で暮らし・働き・学ぶ住民・市民
自身が問題性に気づき、解決方法を模索し、
地域福祉サービスを組み立てていく先進的
な取り組みから多くの教訓を得てきた。 
 しかしながら、近年の地域社会をめぐる現
状に目をやると、こうした市民の自発的・主
体的な気づきや問題意識を醸成させる基盤
が揺らぎ始めている。深刻な社会問題が発生
し、地域社会における日常的な援助や人的交
流が求められる一方で、多くの市民がそれに
積極的に関わることができない状態が進行
しているからである。 
 こうした現実を見据えた場合、自発的・主
体的な市民のアクションに期待するだけで
なく、そこに積極的に働きかけ、市民と共に
問題解決に関わっていく専門職の存在が不
可欠となる。多様な NPO で活躍するコミュ
ニティワーカーの現状を念頭におきながら、
あらためて日本における地域福祉の主要な
推進主体である社会福祉協議会職員の専門
的な援助のあり方と、新しい社会福祉システ
ムに適合的な「地域の福祉力」の開発方法に
ついて、総合的に検討していくことが急務と
なっている。 
 
２．研究の目的 
 地域福祉の必要性が叫ばれる中、他方で進
みつつあるコミュニティの弱体化をまのあ
たりにしながらも、自らが住み・働き・学ぶ
場における地域福祉課題に関わり、先進的か
つ多様な活動を展開している事例に着目し、
その「地域の福祉力」形成のメカニズムを明
らかにする。 

これと並行して、地域福祉の主体である市
民の活動を引き出す専門職が、既存の地域組
織、関連する専門機関・組織と連携しながら、
市民自身にいかに向き合い、課題を共有し、
問題解決のためにどのような働きかけを行
っているのか、あるいはどんな状況の中でそ
れが困難となっているのかについて調査を
通して明らかにする。 

また、専門職自身が自らの専門性や市民へ

の働きかけについていかに評価し、どのよう
な課題をもっているのかについて解明する。
こうした実態をふまえ、イギリスや韓国にお
けるコミュニティレベルでの取り組みから
も学びながら、新しい社会福祉システム下で
求められる「地域の福祉力」開発の方法とそ
の評価軸を明らかにすると共に、コミュニテ
ィワーカーの専門性確立に資するシステム
の構築を行う。 

 
３．研究の方法 
 地域福祉政策に関する動向と理論的研究
については主に文献調査によって実施する。
新しい社会福祉システム下における地域福
祉の現状についての先行研究については文
献調査にて、動向分析については関係諸機関
の現地調査、資料収集、担当者へのヒアリン
グ等で実施する。イギリス・韓国におけるコ
ミュニティワークをめぐる先行研究につい
ては文献調査で、動向分析については現地調
査にて実施する。関西地域における地域福祉
の実態およびコミュニティワーカーの実態
の把握については資料収集および現地調査
を実施する。 
 
４．研究成果 
 地域福祉政策に関する動向分析と理論的
検討においては、地域福祉計画策定状況およ
びその動向分析から、地域福祉と地方自治の
関係性についての評価、計画策定過程におけ
る市民参加の方法・内実・評価、および地域
福祉の財源確保問題と地域福祉推進におけ
るガバナンス、社会福祉協議会の位置づけ等
についての総合的検討を実施した。各自治体
で策定されている地域福祉計画の特徴とし
ては、障害・高齢・児童等の領域別社会福祉
サービスの実施状況、住民主体の小地域福祉
活動の実施状況等をふまえたものとなって
はいるが、自治体、社会福祉協議会等の役割
が曖昧であることが多く、何より地縁組織を
核とする住民主体の地域福祉活動の活性化
に過大な期待を寄せて展開されていること
は、地域社会において住民同士が疎遠である
現状と大きく乖離していることが明らかに
なった。 
新しい社会福祉システム下における地域

福祉の現状についての先行研究調査と動向
分析においては、介護保険法、障害者自立支
援法制定後の地域福祉をめぐる現状を総合
的に把握するために収集した全国の地域福
祉実践事例、および地域福祉における社会福



 

祉施設、社会福祉協議会、協同組合、NPO 等
の動向について総合的に検討を行った。多様
な地域福祉活動について総合的に取り組ん
でいる事例においては、地域福祉推進計画を
住民参画の下に策定し、小地域福祉活動や当
事者組織の組織化・支援や、総合相談活動等
に積極的に取り組み、幅広い活動団体との連
携に力を注いでいるという特徴をもってい
ることが明らかになった。 

イギリスにおけるコミュニティワークを
めぐる動向については、ソーシャルキャピタ
ルをめぐる現状分析、およびコミュニティワ
ーカーの専門性をめぐる議論と市民のコミ
ュニティへの親和性および具体的な活動実
態についての調査結果をもとに分析を行っ
た。パッチシステムを実施していた時代にコ
ミュニティワーカーとして活躍した専門職
と、当事者組織へのインタビューを通じて、
コミュニティワーカーの幅広い専門性の獲
得と、その実践方法について多くの示唆を得
た。また、近年、あらためて地方自治体にコ
ミュニティワーカーを設置する動きがみら
れ、多様な NPO との連携の下、多くの取り組
みにおける成果が報告されている。他方で市
民のコミュニティに対する認識の変化もみ
られ、住民の主体的な実践を引き出す専門性
については更なる検討が必要であることが
確認できた。 

韓国においては、社会福祉制度の整備と共
に、地域福祉をめぐる多様な取り組みがなさ
れており、とりわけ NPO 活動が活発で多様な
組織との協働事業が展開されている釜山に
おける実践事例に着目しながらコミュニテ
ィワークをめぐる現状と課題について分析
を行った。社会福祉会館、地域社会福祉協議
体、社会福祉協議会、NPO 等の果たす役割の
重要性と地縁組織と社会福祉組織、多様なア
ソシエーションをつなぐコミュニティワー
クの手法について多くの示唆をえた。また都
市部における地縁組織の再生および NPOとの
連携方法等について新しい動向がみられ、と
りわけ有資格者のコミュニティワーカーが
社会福祉施設・社会福祉専門組織・住民との
協働で展開する地域福祉実践の先進性につ
いて確認することができた。 

兵庫県・大阪府・京都府を中心に収集した
地域社会の基礎データに加え、各地の地縁組
織、各種地域福祉活動団体、ボランティアグ
ループ等の活動実態、および住民の生活課題
等についての調査を通じて、地域福祉の原動
力の現状について総合的に検討を行った。並
行して社会福祉協議会職員を中心とするコ
ミュニティワーカーの専門性と専門援助の
実態、および個々のワーカーの実践の現状に
ついて総合的な評価を行った。地域福祉の原
動力を促進するためには、住民のみの自己完
結型実践方法ではなく、専門職の役割を明確

にしながら、地縁組織からアソシエーション
型活動組織、広義の地域福祉に関わる諸団
体・組織等々との幅広い連携の下、活動展開
していくことが有効であることが明らかと
なった。また、市民の主体性を引き出すため
には、活動・活動者の変化についての的確な
評価ができる専門職の存在が不可欠であり、
そのためにも当該地域における地方自治力
を高めるための取り組みが重要となること
を実証的に明らかにすることができた。 
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